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1. 事業の概況 

(1)事業概況等 
当期の経済情勢については、昨年 5 月に新型コロナウイルスが感染症法上の分類 5 類

へ引き下げとなり、人と経済がコロナ禍前のように動き出しました。その矢先、今年の

元日には能登半島地震が発生、亡くなられた方、被災された方には心よりご冥福とお見

舞いを申し上げます。この地震は、糸魚川地区、上越地区にも直接被害の他に間接被害

をもたらせました。間接被害では飲食・宿泊・観光業などが再び影響を受けましたが、

観光庁の「北陸応援割」、糸魚川市観光協会の「いといがわ観光応援キャンペーン」、糸

魚川経済団体連絡協議会の「翠ペイ de 元気応援キャンペーン」などの支援により、確実

に回復傾向にあります。今後も行政の支援が継続されることを期待し、当組合でも各機

関に働き掛けて行きたいと思います。 
令和 5 年度はコロナ禍と長引く原材料高や人手不足も響き、県内では建設業や製造業

の倒産が大幅に増えました。報道によると県内の負債額 1 千万円以上の企業倒産件数が

6 年振りに 100 件を超えました。地域別倒産件数上位では、新潟市 35 件、長岡市 14 件、

糸魚川市 7 件、三条市と上越市が 6 件です。人口割合からすると糸魚川の倒産件数は高

率と言えます。当組合の取引先からは 4 件の倒産が発生しました。地元地域金融機関と

して最後まで資金繰り支援をしてまいりましたが大変残念な結果となりました。今後も

取引先と寄り添う姿勢は継続し、倒産先は１件も出さない決意を持って取引先への経営

サポートを全力で展開してまいります。 
令和 6 年 3 月期の当組合の決算業況は、預金残高は 689 億 4 百万円で対前年比 9 千 4

百万円増加、貸出金残高は 266 億円で対前年比 6 億 1 千 2 百万円の増加となりました。 
損益状況につきましては、本業利益のコアコア業務純益は 8 千１百万円で対前年比 2

千万円の増加となりましたが、不良債権発生と引当金増加により残念ながら当期純損失      

5 億 8 千 1 百万円を計上しました。多額な損失となり、厳しい決算となりましたことを

お詫び申し上げます。当期損失の詳細について説明いたします。前述のとおり企業倒産

が 4 件発生したこと、余資運用によるシンジケートローン 1 件が民事再生となったこと、

もう一つの大きな要因は自己査定による貸倒引当金の積み増しです。これは、コロナ禍

だった前期までの自己査定において、取引先の財務内容が毀損してもコロナ禍で影響を

受けた事を理由に、ランクダウンの猶予が認められておりました。しかし、コロナ禍が

収束した今期は、取引先の財務内容を通常の自己査定基準に則り精査した結果、コロナ

禍で影響を受けた企業等がランクダウンし、将来のリスクに備えた貸倒引当金 6 億 6 千

5 百万円を大きく積み上げ、損失計上致しました。        
今回の損失につきましては、過去の決算の利益の中から、将来の不良債権発生に備え

積み立てて来た目的積立金を取崩し処理致します。損失処理後の自己資本比率は 9％以

上をキープし国内基準の 4％を大きく上回っており、健全性を保持し組合経営の安全性

は十分に確保しております。今後、取引先の経営状況が改善しランクアップされれば、

貸倒引当金は戻り利益計上されますので、今期は特に取引先の経営支援に注力し、余資

運用は堅実な低リスク運用を心掛けてまいります。 
又、前期決算による配当金は 2％でありましたが、本決算では１％を予定しておりま

す。ご了承下さい。 
当組合ではデジタル地域通貨「翠ペイ」の普及に取り組んでおり、地域内循環型経済

を確立すべく今後も活動してまいります。 
協同組織金融機関である「いとしん」は、組合員の皆様と常に寄り添い、地域経済の

発展と皆様の安定した生活をサポートできるよう役職員一同、総力を挙げて取り組んで

参ります。何卒、従来にも増してご支援賜りますようお願い申し上げます。  

 理事長  平野 嘉生 



　(2)　事業成績の推移

令和 ２ 年度 令和 ３ 年度 令和 ４ 年度 令和 ５ 年度

千円 千円 千円 千円

(注)金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。(以下の各表における金額についても同様であります。)

　(3)　決算期後に生じた当組合の状況に関する重要な事実

該当なし

68,904

△ 580,611

組 合 員 外 21,429 22,134

区      分

百万円 百万円 百万円 百万円

△ 581,387

預 金 積 金 65,212 68,342 68,810

26,325 25,423 24,353

組 合 員 43,783 46,208 47,126 47,577

21,684 21,326

24,918 24,661 22,475

貸 出 金 26,297 26,400 25,988 26,600

組 合 員 26,039

21,665 21,993 20,214

組 合 員 外 258 74 565 2,247

有 価 証 券 22,669

46,981 49,117 47,319

国 債 2,436 3,252 2,668 2,260

そ の 他 20,233

経 常 利 益 44,397 61,041 18,712

総 資 産 72,244 76,129 72,934

内 国 為 替 取 扱 高 49,158

71,043

当 期 純 利 益 43,577 60,235 17,935

外 国 為 替 取 扱 高
― ― ― ―
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２．当組合の現況

　（１）　出資金の推移

　（２）　出資金の状況（当年度末現在）

　イ．普通出資

　　普通出資１口の金額 500 円

人 百万円

　ロ．優先出資

円

口

口

区　　　　　分 前　　年　　度　　末 当　　年　　度　　末

出　　　資　　　金

百万円 百万円

255 255

普 通 出 資 金 255 255

優 先 出 資 金 ― ―

区　　　　　分 出　　資　　者　　数 出　　資　　金　　額

個　　　　　　　　人 11,114 218

法　　　　　　　　人 692 37

合　　　　　　計 11,806 255

優 先 出 資 １ 口 の 金 額 ―

優先出資の総口数の最高限度 ―

発行済優先出資の総口数 ―
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　(3)　役員の状況

　イ．役員数

定款に定める理事数 人以上 12 人以内

定款に定める監事数 人以上 3 人以内

前　　年　　度　　末 当　　年　　度　　末

人 人

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

　ロ．理事及び監事（当年度末現在）

平野　嘉生 令和 4 年 6 月 24 日

金子　一男 平成 25 年 6 月 26 日

早川　正明 平成 27 年 6 月 23 日

保坂　史子 令和 5 年 6 月 25 日

平成 9 年 5 月 23 日

髙瀬　吉洋 平成 18 年 6 月 28 日

佐藤　元春 平成 19 年 6 月 27 日

平成 26 年 6 月 24 日

木島　一 令和 元 年 6 月 21 日

熊木　晶 令和 4 年 6 月 24 日

令和 3 年 6 月 18 日

平成 25 年 6 月 26 日

令和 4 年 6 月 24 日

8

2

区 　　　　　分

理　　　　　　　 事
（うち 非　常　勤 ）

9 10

6 6

監　　　　　　　 事
（うち 非　常　勤 ）

3 3

2 2

合　　　　　 計
（うち 非　常　勤 ）

12 13

8 8

役　　名 氏　　　名
就　　任
年 月 日

任期満了
年 月 日

代表・非
代表の別

常勤・非
常勤の別

 担当部門又は主な

 職業

理 事 長 令和7年通常総代会終結時 代表 常勤 営業本部長

常務理事 令和7年通常総代会終結時 代表 常勤 融資部

常務理事 令和7年通常総代会終結時 非代表 常勤 総務部

理 事 鈴木　秀城 令和7年通常総代会終結時 非代表 非常勤 建設会社社長

理 事 令和7年通常総代会終結時 非代表 非常勤 タイヤ販売会社社長

理 事 令和7年通常総代会終結時 非代表 非常勤 鉄工会社社長

理 事 秋山　澄雄 令和7年通常総代会終結時 非代表 非常勤 税理士事務所所長

理 事 令和7年通常総代会終結時 非代表 非常勤 建設会社社長

理 事 令和7年通常総代会終結時 非代表 非常勤 建設会社社長

常勤監事 山本　英隆 令和7年通常総代会終結時 非代表 常勤

監 事 永江　善昭 令和7年通常総代会終結時 非代表 非常勤 クリーニング会社社長

監 事 金子　裕彦 令和7年通常総代会終結時 非代表 非常勤 公益社団法人事務局長

(注)　○囲みで表示しております監事は、協同組合による金融事業に関する法律第５条の３に規定する員外監
事であります。

常勤理事 非代表 常勤 本店長令和7年通常総代会終結時
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　（４）　職員の状況

人 人

歳 月 歳 月

年 月 年 月

(注)
1.平均年齢、平均勤続年数及び平均給与月額は、それぞれ単位未満を切り捨てて表示して
 おります。
2.職員数には、アルバイト、パート、非常勤嘱託および被出向の職員は含んでおりません。
3.平均給与月額は、3月中の平均給与月額であります。

　（５）　事務所等の状況

イ． 事務所数

（ ） 5 （ ）

（ ） 1 （ ）

（ ） 6 （ ）

0 0

0 0

区　　　　分 前　年　度　末 当　年　度　末

職 員 数 61 60

平 均 年 齢 41 7 42 6

平 均 勤 続 年 数 16 0 16 3

平 均 給 与 月 額 312 千円 300 千円

区　　　　　 分 前 年 度 末 当 年 度 末

店（うち出張所） 店（うち出張所）

糸 魚 川 市 5 0 0

上 越 市 1 0 0

合 　　　計 6 0 0

代　　　理　　　店

店舗外現金自動設備
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　　 ロ． 当年度の事務所の開設・廃止状況

　　 ハ． 信用協同組合代理業者の一覧

　　 二． 信用協同組合が営む銀行代理業等の状況

　　 ホ． 当年度の信用協同組合代理業者が信用協同組合代理業を営む営業所又は事務所の開設・廃止
状況

（６）　重要な子会社等（当年度末現在）

（７）　預金等総額及び員外預金比率の状況

億円 億円

％ ％

(注)　小数点以下第3位を切捨てております。

該当なし

該当なし

所属金融機関の商号又は名称

全国信用協同組合連合会

該当なし

該当なし

員 外 預 金 比 率 13.55 13.70

区　　分 当 年 度 開 始 時 翌 年 度 開 始 時

預 金 等 総 額 688 689
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別紙様式第２号

第 ６ 年 ３ 日現在） 貸　借　対　照　表

6 年 5 月 17 日　作成
6 年 6 月 6 日　備付

千円 千円

( )

( )
( )

７３ 期　　(令和 月 ３１

新潟県糸魚川市南寺町1丁目8番41号

令和 糸 魚 川 信 用 組 合

令和 理事長 　平 野 嘉 生

科目 　金　　　額　 科目 　金　　　額　

（資産の部） （負債の部）
現 金 761,395 預 金 積 金 68,904,898
預 け 金 20,314,098 当 座 預 金 396,697
買 入 手 形 - 普 通 預 金 31,939,315
コ ー ル ロ ー ン - 貯 蓄 預 金 306,198
買 現 先 勘 定 - 通 知 預 金 101,256
債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金 - 定 期 預 金 33,237,324
買 入 金 銭 債 権 - 定 期 積 金 2,831,744
金 銭 の 信 託 461,210 そ の 他 の 預 金 92,360
商 品 有 価 証 券 - 譲 渡 性 預 金 -

商 品 国 債 - 借 用 金 -
商 品 地 方 債 - 借 入 金 -
商 品 政 府 保 証 債 - 当 座 借 越 -
そ の 他 の 商 品 有 価 証 券 - 再 割 引 手 形 -

有 価 証 券 22,475,483 売 渡 手 形 -
国 債 2,260,840 コ － ル マ ネ － -
地 方 債 2,334,485 売 現 先 勘 定 -
短 期 社 債 - 債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金 -
社 債 10,538,656 コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー -
株 式 50,125 外 国 為 替 -
そ の 他 の 証 券 7,291,375 外 国 他 店 預 り -

貸 出 金 26,600,814 外 国 他 店 借 -
割 引 手 形 382,236 売 渡 外 国 為 替 -
手 形 貸 付 2,487,143 未 払 外 国 為 替 -
証 書 貸 付 22,240,154 そ の 他 負 債 87,446
当 座 貸 越 1,491,280 未 決 済 為 替 借 16,558

外 国 為 替 - 未 払 費 用 12,196
外 国 他 店 預 け - 給 付 補 塡 備 金 300
外 国 他 店 貸 - 未 払 法 人 税 等 690
買 入 外 国 為 替 - 前 受 収 益 19,725
取 立 外 国 為 替 - 払 戻 未 済 金 1,310

そ の 他 資 産 569,722 職 員 預 り 金 -
未 決 済 為 替 貸 8,184 先 物 取 引 受 入 証 拠 金 -
全 信 組 連 出 資 金 356,600 先 物 取 引 差 金 勘 定 -
前 払 費 用 - 借 入 商 品 債 券 -
未 収 収 益 73,581 借 入 有 価 証 券 -
先 物 取 引 差 入 証 拠 金 - 売 付 商 品 債 券 -
先 物 取 引 差 金 勘 定 - 売 付 債 券 -
保 管 有 価 証 券 等 - 金 融 派 生 商 品 -
金 融 派 生 商 品 - 金 融 商 品 等 受 入 担 保 金 -
金 融 商 品 等 差 入 担 保 金 - リ ー ス 債 務 33,831
リ ー ス 投 資 資 産 - 資 産 除 去 債 務 -
そ の 他 の 資 産 131,356 そ の 他 の 負 債 2,833

有 形 固 定 資 産 810,514 賞 与 引 当 金 13,686
建 物 156,782 役 員 賞 与 引 当 金 -
土 地 614,302 退 職 給 付 引 当 金 188,075
リ ー ス 資 産 - 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 48,619
建 設 仮 勘 定 - 睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金 1,113
そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 39,428 偶 発 損 失 引 当 金 18,888

無 形 固 定 資 産 32,244 特 別 法 上 の 引 当 金 -
ソ フ ト ウ ェ ア 5,273 金 融 商 品 取 引 責 任 準 備 金 -
の れ ん - 繰 延 税 金 負 債 10,690
リ ー ス 資 産 - 再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債 -
そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 26,971 債 務 保 証 3,443

前 払 年 金 費 用 - 負 債 の 部 合 計 69,276,863
繰 延 税 金 資 産 - （ 純 資 産 の 部 ）
再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 資 産 - 出 資 金 255,250
債 務 保 証 見 返 3,443 普 通 出 資 金 255,250
貸 倒 引 当 金 △ 985,009 優 先 出 資 金 -

（ う ち 個 別 貸 倒 引 当 金 ） △ 864,344 優 先 出 資 申 込 証 拠 金 -
資 本 剰 余 金 -

資 本 準 備 金 -
そ の 他 資 本 剰 余 金 -

利 益 剰 余 金 2,570,388
利 益 準 備 金 255,498
そ の 他 利 益 剰 余 金 2,314,890

特 別 積 立 金 2,824,426
（ 経 営 安 定 積 立 金 ） 560,000
（固定資産圧縮積立金） 26,629

当 期 未 処 理 損 失 金 509,535

自 己 優 先 出 資 -

自 己 優 先 出 資 申 込 証 拠 金 -

純 資 産 の 部 合 計 1,767,053

組 合 員 勘 定 合 計 2,825,639

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △ 1,058,585

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 -

資産の部合計 71,043,917 負債及び純資産の部合計 71,043,917

土 地 再 評 価 差 額 金 -

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 △ 1,058,585
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（注）
1 .記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の注記については、表示単位

未満を切り捨てて表示しております。
2 .有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その

他有価証券については時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、ただし、市場価格のな
い株式等については移動平均法による原価法により行っております。
　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

3 .金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券の評価は、時価法により行っており
ます。

4 .有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法(ただし、平成10年4月1日以後に取得し
た建物(建物附属設備を除く)並びに平成28年4月1日以後に取得した建物附属設備及び構築物について
は定額法)を採用しております。また、主な耐用年数は次のとおりであります。　
　　　建物　17年～47年
　　　動産　 3年～20年

5 .無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は定額法により償却しております。
6 .所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」（及び「無形固定資産」）中のリ

ース資産の減価償却は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。
　なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、
それ以外のものは零としております。

7 .外貨建資産・負債は、主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。
8 .貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。

　日本公認会計士協会　銀行等監査特別委員会報告第4号 ｢銀行等金融機関の資産の自己査定並びに
貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針｣(令和4年4月14日)に規定する正常先債権及び
要注意先債権に相当する債権については、主として今後1年間の予想損失額又は今後3年間の予想損失
額を見込んで計上しており、予想損失額は、1年間又は3年間の貸倒実績又は倒産実績を基礎とした
貸倒実績率又は倒産確率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込み
等必要な修正を加えて算定しております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から
担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を
計上しております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から担保の
処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上しております。
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査
定を実施しております。

9 .賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する支給見込額のうち、当事業
年度に帰属する額を計上しております。

10 .退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額
に基づき、必要額を計上しております。
　なお、当組合は複数事業主(信用組合等)により設立された企業年金制度(総合設立型企業年金基金)
を採用しております。当該企業年金制度に関する事項は次のとおりです。
（1）制度全体の積立状況に関する事項（令和5年3月31日現在）
　　 年金資産の額      　　　　　　　　219,079百万円
　　 年金財政計算上の数理債務の額      216,116百万円
　　 と最低責任準備金の額との合計額
     差引額 　                           2,962百万円
（2）制度全体に占める当組合の掛金拠出割合（令和4年4月分～令和5年3月分）    0.241％
（3）補足説明
　　 上記（1）の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高11,094百万円（及び別途
　 積立金14,056百万円）です。
　 　本制度における過去勤務債務の償却方法は期間9年の元利均等償却であり、当組合は当期の計算
   書類上、特別掛金10百万円を費用処理しております。なお、特別掛金の額はあらかじめ定められ
   た掛金率を掛金拠出時の標準給与の額に乗じることで算定されるため、上記（2）の割合は当組
   合の実際の負担割合とは一致しません。

11 .役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払に備えるため、役員に対する退職慰労金の支給
見込額のうち、当事業年度末までに発生していると認められる額を計上しております。

12 .睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備える
ため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積もり必要と認める額を計上しております。

13 .偶発損失引当金は、信用保証協会の責任共有制度に基づく負担金の支出に備えるため、将来の負担
金支出見込額を計上しております。
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14 .収益の計上方法について、役務取引等収益は役務提供の対価として収受する収益であり、内訳とし
て「受入為替手数料」「その他の受入手数料」「その他の役務取引等収益」があります。このうち、
受入為替手数料は、為替業務から収受する受入手数料であり、送金、代金取立等の内国為替業務に基
づくものがあります。
 為替業務及びその他の役務取引等にかかる履行義務は、通常、対価の受領と同時期に充足されるた
め、原則として、一時点で収益を認識しております。

15 .金融商品の状況に関する事項
(1)　金融商品に対する取組方針
　　当組合は、預金業務、融資業務及び市場運用業務などの金融業務を行っております。
　　このため、金利変動などによる不利な影響が生じないように、資産及び負債の総合的管理(ALM)
　をしております。
(2)　金融商品の内容及びそのリスク
　　当組合が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸出金です。
　　また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式であり、満期保有目的、純投資目的で保有し
　ております。
　　これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒
　されております。
　　一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒されております。
　　また、変動金利の預金については、金利の変動リスクに晒されております。
(3)　金融商品に係るリスク管理体制
　①　信用リスクの管理
　　当組合は、信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸出金について、個別案件ごとの与信審査、
　与信限度額、信用情報管理、保証や担保の設定、問題債権への対応など与信管理に関する体制を
　整備し運営しております。
　　これらの与信管理は、各営業店のほか融資部により行われ、また、定期的に経営陣による常勤
　理事会や理事会を開催し、審議･報告を行っております。
　　有価証券の発行体の信用リスクに関しては総務部において、信用情報や時価の把握を定期的に
　行うことで管理しております。
　②　市場リスクの管理
 　(ⅰ)　金利リスクの管理
　　当組合は、ALMによって金利の変動リスクを管理しております。
　ALMに関する規則及び要領において、リスク管理方法や手続等の詳細を明記しており、ALM委員会
　において決定されたALMに関する方針に基づき、常勤理事会において実施状況の把握･確認、今後
　の対応等の協議を行っております。
　　日常的には総務部において金融資産及び負債の金利や期間を総合的に把握し、ギャップ分析や
　金利感応度分析等によりモニタリングを行い、月次ベースで常勤理事会に報告しております。
　（ⅱ） 為替リスクの管理
　　当組合は、為替の変動リスクに関して、個別の案件ごとに管理しております。
　（ⅲ） 価格変動リスクの管理
　　有価証券を含む市場運用商品の保有については、常勤理事会の方針に基づき理事会の監督の下、
　余資運用規程に従い行われております。
　　このうち、総務部では、市場運用商品の購入を行っており、事前審査、投資限度額の設定のほか、
　継続的なモニタリングを通じて、価格変動リスクの軽減を図っております。
　　これらの情報は総務部を通じ、理事会及び常勤理事会において定期的に報告されております。
　（ⅳ） 市場リスクに係る定量的情報
　　当組合において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、
　「預け金」、「有価証券」のうち債券、「貸出金」、「預金積金」、「借用金」であります。
　当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、「協同組合による金融事業に関する法律
施行規則第六十九条第一項第五号二等の規定に基づき、自己資本の充実の状況等について金融庁長官
が別に定める事項(平成十九年金融庁告示第十七号)」において通貨ごとに規定された金利ショックを
用いた時価(または現在価値)の変動額を市場リスク量とし、金利の変動リスクの管理にあたっての
定量的分析に利用しております。
　当該変動額の算定にあたっては、対象の金融資産及び金融負債を(固定金利群と変動金利群に分け
て、)それぞれ金利期日に応じて適切な期間に残高を分解し、期間ごとの金利変動幅を用いており
ます。
　なお、金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当事業年度末において、上方パラ
レルシフト(指標金利の上昇をいい、日本円金利の場合 1.00%上昇等、通貨ごとに上昇幅が異なる)が
生じた場合、時価(または経済価値)は、1,638百万円減少するものと把握しております。
　当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他のリスク変数
との相関を考慮しておりません。
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　また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響が生じる
可能性があります。
　③　資金調達に係る流動性リスクの管理
　　当組合は、ALMを通して、適時に資金管理を行うほか、資金調達手段の多様化、市場環境を
　考慮した長短の調達バランスの調整などによって、流動性リスクを管理しております。
(4)　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　　金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格がない場合には合理的に算定
　された価格が含まれております。当該価格の算定においては一定の前提条件等を採用している
　ため、異なる前提条件等によった場合、当該価格が異なることもあります。

16 .金融商品の時価等に関する事項
　令和6年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります（時
価等の評価技法（算定方法）については（注1）参照）。なお、市場価格のない株式等は、次表には
含めておりません（（注2）参照）。

(*1)　貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
(注1)　金融商品の時価等の算定方法
　金融資産
　(1)　預け金
　　　満期のない預け金については、時価は帳簿価格と近似していることから、当該帳簿価格を時
　　価としております。満期のある預け金については、市場金利で割り引くことで現在価値を算定
　　し、当該現在価値を時価とみなしております。
　(2)　有価証券
　　　株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によってお
　　ります。投資信託は取引所の価格又は公表されている基準価額によっております。
　(3)　貸出金
　　　貸出金は、以下の①～②の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当
　　金を控除する方法により算定し、その算出結果を簡便な方法により算出した時価に代わる金額
　　として記載しております。
　　①　6ヶ月以上延滞債権等、将来キャッシュ･フローの見積もりが困難な債権については、その
　　　貸借対照表の貸出金勘定に計上している額（貸倒引当金控除前の額）
　　②　①以外は、貸出金の種類ごとにキャッシュ･フローを作成し、元利金の合計額を市場金利
　　　で割り引いた価格を時価とみなしております。
　金融負債
　(1)　預金積金
　　　要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額(帳簿価格)を時価としてみなして
　　おります。定期預金の時価は、一定の金額帯および期間帯ごとに将来キャッシュ･フローを作成
　　し、元利金の合計額を一種類の市場金利で割り引いた価格を時価とみなしております。
　(2)　借用金
　　　借用金については、帳簿価額を時価としております。

(単位:百万円)

貸借対照表

計   上   額

(1)     預け金 20,314 20,335 21
(2)     有価証券

満期保有目的の債券 4,200 4,117 △ 83
その他有価証券 18,245 18,245 ―

(3)     貸出金 26,600
貸倒引当金 (*1) △ 985

25,615 26,024 408

68,375 68,722 346
(1)     預金積金 68,904 68,831 △ 73
(2)     借用金 ― ― ―

68,904 68,831 △ 73

時　　価 差　　　額

金融資産計

金融負債計
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(注2)　市場価格のない株式等及び組合出資金の貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の
　　 時価情報には含まれておりません。

(*1)　非上場株式及び出資金については、企業会計基準適用指針第19号「金融商品の時価等の開示に
　　関する適用指針」に基づき、時価開示の対象とはしておりません。
(*2)　当事業年度において、非上場株式等について減損処理を行っておりません。
(*3)　組合出資金については、企業会計基準適用指針第31号「時価の算定に関する会計基準の適用指
　　針」に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

17 .有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには｢国債｣、｢地方債｣
｢社債｣、「株式」、｢その他の証券｣が含まれております。以下 20.まで同様であります。
(1)　売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。
(2)　満期保有目的の債券
【時価が貸借対照表計上額を超えるもの】
                貸借対照表       時   価         差   額
                計  上  額
   そ の 他     1,800百万円     1,889百万円       89百万円
    小  計      1,800           1,889             89
【時価が貸借対照表計上額を超えないもの】
                貸借対照表       時   価         差   額
                計  上  額
　 社　　債     　100百万円        72百万円     △27百万円
   そ の 他     2,300百万円     2,155百万円    △144百万円
    小  計　 　 2,400           2,227          △172
   合    計     4,200           4,117           △83
　（注）時価は当事業年度末における市場価格等に基づいております。
(3)　その他有価証券
【貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの】
                 貸借対照表       取得原価       差   額
                 計  上  額
　株     式          9百万円          1百万円        8百万円
　債     券      2,633            2,603             29
   国    債        218              199             18
   地 方 債        587              584              3
   社　  債      1,828            1,819              8
  そ の  他        197              178             18
    小  計       2,840            2,783             57
【貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの】
                 貸借対照表       取得原価       差   額
                 計  上  額
　株     式         15百万円         19百万円      △4百万円
　債     券     12,400           12,936          △536
   国    債      2,042            2,292          △249

   地 方 債      1,746            1,814           △67

   社    債      8,610            8,830          △219

  そ  の 他      2,988            3,524          △535

    小  計      15,404           16,480        △1,076

   合    計     18,245           19,264        △1,019
(注1)　貸借対照表計上額は、当事業年度末における市場価格等に基づく時価により、それぞれ計上
　　　したものであります。
(注2)  その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく
　　　下落しており、時価が取得原価まで回復する見込があると認められないものについては、
　　　当該時価をもって貸借対照表価額とするとともに、評価差額を当事業年度の損失として処理
　　　（以下「減損処理」という。）しております。

（単位：百万円）
区　　　分 貸借対照表計上額

非上場株式（＊1） 25
出資金（＊1） 357
組合出資金（＊3） 4

合　　　計 386
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　　　  当該事業年度における減損処理は、行っておりません。また、時価が「著しく下落した」と
　　　判断するための基準は以下の(1)～(2)であります。
　　　(1)　時価が取得原価と比較し50％以上下落した場合
　　　(2)　時価が取得原価と比較し30％以上50％未満下落した有価証券で、下記の有価証券以外の
　　　　 場合
　　　　① 当組合の自己査定基準に基づき、有価証券発行会社の債務者区分が下記である場合
　　　　　ａ 債務者区分が正常先であり下落率が50％未満の場合
　　　　　ｂ 債務者区分が要注意先であり下落率が40％未満の場合
　　　　② 格付機関を利用する場合であって、当該格付が「ＢＢＢ」相当以上の場合
　　　　③ 上記以外の有価証券で、下落率が40％未満の場合(格付が「ＢＢ」相当以下の有価証券
　　　　　を除く)

18 .当事業年度中に売却した満期保有目的の債券はありません。
19 .当期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。

　　　 売却価額　　　　売却益　　　　 売却損
       30百万円       1百万円 　    　　－ 

20 .その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間毎の償還予定額は次のとおり
であります。
　　　　　　　　　　　  1年以内  　　　　1年超　　　　  5年超　　　　　10年超
　　　　　　　　　　　　　　　　　　    5年以内　　　  10年以内
　　　国　　債     　    －百万円  　　　 －百万円　　  218百万円  　2,042百万円
　　　地 方 債     　   300　　　  　　  499      　　  495          1,038  　　
　　　社　　債     　   800        　  4,888          3,973         　 876
　　　そ の 他        　100 　   　　　1,298　　　　　　800　　　 　 2,002
　　　合    計　 　   1,200 　　　 　  6,687       　 5,486        　5,960

21 金銭の信託の保有目的別の内訳は次のとおりであります。
　　　その他保有目的の金銭の信託
　　　　貸借対照表計上額　　　　　　　　　461百万円
　　　　当期の損益に含まれた評価差額　　　 －百万円
　　　運用目的の金銭信託及び満期保有目的の金銭の信託の取扱いはありません。

22 .協同組合による金融事業に関する法律及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく
債権は次のとおりであります。
　破産更生債権及びこれらに準ずる債権額　　630百万円
　危険債権額　　　　　　　　　　　　　　1,628百万円
　三月以上延滞債権額　　　　　　　　　　　 －
　貸出条件緩和債権額　　　　　　　　　　　 68百万円
　合計額　　　　　　　　　　　　　　　　2,327百万円

　破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て
等の事由により経営破産に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。
　危険債権とは、債務者が経営破産の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、
契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及び
これらに準ずる債権に該当しないものであります。
　三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金
で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。
　貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の
支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で、破産更
生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。
　なお、債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

23 .手形割引は、業種別委員会実務指針第2４条に基づき金融取引として処理しております。これにより
受け入れた銀行引受手形、商業手形荷付為替手形は、売却又は担保という方法で自由に処分できる
権利を有しておりますが、その額面金額は382百万円であります。

24 .当座貸越契約及び貸出金に係るコミットメントライン契約は、顧客から融資実行の申し出を受けた
場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを
約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、4,094百万円であります。
これはすべて原契約期間が1年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものであります。  
　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのも
のが必ずしも当組合の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約
の多くには、金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由があるときは、当組合が実行申し込み
を受けた融資の拒絶又は契約限度額の減額をすることができる旨の条件が付けられております。

- 12 -



　また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に
予め定めている当組合内手続きに基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信
保全上の措置等を講じております。

25 .有形固定資産の減価償却累計額  891百万円
26 .貸借対照表に計上した有形固定資産のほか、電子計算機等及び営業用車両についてリース契約によ

り使用しています。
27 .理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額  98百万円
28 .繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。

　　繰延税金資産
　　　貸倒引当金損金算入限度額超過額　　　　 208　 百万円
　　　退職給付引当金損金算入限度額超過額　　　52
　　　減価償却超過額　　　　　　　　　　　　　 7　 
　　　税務上の繰越欠損金　　　　　　　　　　　90
　　　その他有価証券評価差額金　　　　　　　 293
　　　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　37
　　繰延税金資産小計　　　　　　　　　　　　 689
　　評価性引当額　　　　　　　　　　　　　 △689
　　繰延税金資産合計　　　　　　　　　　　　　―
　　繰延税金負債
　　　固定資産圧縮積立額　　　　　　　　　　　10
　　　有価証券評価差額金　　　　　　　　　　　―
　　繰延税金負債合計　　　　　　　　　　　　　10
　　繰延税金負債の純額　　　　　　　　　　　　10
（注1）税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

 （a）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。
29 .重要な会計上の見積り

　会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に
係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。
　貸倒引当金　985百万円
　貸倒引当金の算出方法は、重要な会計方針として8.に記載しております。
主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」であります。
「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」は、各債務者の収益獲得能力を個別に評価
し、設定しております。
なお、個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌事業年度に
係る計算書類における貸倒引当金に重要な影響を及ぼす可能性があります。

30 .「時価の算定に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第31号 令和3年6月17日。以下
「時価算定会計基準適用指針」という。)を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指
針第27-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を
将来にわたって適用することといたしました。なお、計算書類に与える影響はありません。

31 .担保に提供している資産は､次のとおりであります。
　　　担保提供している資産　　　　　　預け金　　4,100百万円
　　　担保資産に対応する債務　　　　　借用金　　 　－

32 .出資１口当たりの純資産額は　3,461円41銭です。

282 326

1年以内
1年超

2年以内
2年超

3年以内
3年超

4年以内
4年超

― ― ― △282

合計

税務上の繰越
欠損金（a）

43 ― ― ―

△326

繰延税金資産 ― ― ― ― ― ―

評価性引当額 △43
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別紙様式第３号

令和 ５ 年 ４ 月 １ 日 から

令和 ６ 年 ３ 月 ３１日 まで

6 年 5 月 17 日　作成
6 年 6 月 6 日　備付

千円

(注)
1 .記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
2 .出資１口当たりの当期純損失　1,135円06銭

繰 越 金 （ 当 期 首 残 高 ） 71,851
当 期 未 処 理 損 失 金 509,535

法 人 税 等 調 整 額 -
法 人 税 等 合 計 690
当 期 純 損 失 581,387

そ の 他 の 特 別 損 失 -
税 引 前 当 期 純 損 失 580,697
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 690

固 定 資 産 処 分 損 -
減 損 損 失 86
金 融 商 品 取 引 責 任 準 備 金 繰 入 額 -

金 融 商 品 取 引 責 任 準 備 金 取 崩 額 -
そ の 他 の 特 別 利 益 -

特 別 損 失 86

特 別 利 益 -
固 定 資 産 処 分 益 -
負 の の れ ん 発 生 益 -

そ の 他 資 産 償 却 -
そ の 他 の 経 常 費 用 17,620

経 常 損 失 580,611

株 式 等 売 却 損 -
株 式 等 償 却 -
金 銭 の 信 託 運 用 損 -

そ の 他 経 常 費 用 682,807
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 665,156
貸 出 金 償 却 29

人 件 費 408,060
物 件 費 211,817
税 金 19,321

金 融 派 生 商 品 費 用 -
そ の 他 の 業 務 費 用 1,477

経 費 639,199

国 債 等 債 券 売 却 損 -
国 債 等 債 券 償 還 損 1,808
国 債 等 債 券 償 却 -

そ の 他 業 務 費 用 3,285
外 国 為 替 売 買 損 -
商 品 有 価 証 券 売 買 損 -

役 務 取 引 等 費 用 62,465
支 払 為 替 手 数 料 9,466
そ の 他 の 役 務 費 用 52,999

コ マ － シ ャ ル ・ ペ － パ － 利 息 -
金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息 -
そ の 他 の 支 払 利 息 -

コ ー ル マ ネ ー 利 息 -
売 現 先 利 息 -
債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息 -

譲 渡 性 預 金 利 息 -
借 用 金 利 息 165
売 渡 手 形 利 息 -

資 金 調 達 費 用 2,642
預 金 利 息 2,337
給 付 補 塡 備 金 繰 入 額 139

金 銭 の 信 託 運 用 益 26,302
そ の 他 の 経 常 収 益 1

経 常 費 用 1,390,400

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 -
償 却 債 権 取 立 益 90
株 式 等 売 却 益 1,507

金 融 派 生 商 品 収 益 -
そ の 他 の 業 務 収 益 9,421

そ の 他 経 常 収 益 27,901

商 品 有 価 証 券 売 買 益 -
国 債 等 債 券 売 却 益 -
国 債 等 債 券 償 還 益 61

そ の 他 の 役 務 収 益 25,458
そ の 他 業 務 収 益 9,482

外 国 為 替 売 買 益 -

そ の 他 の 受 入 利 息 16,581
役 務 取 引 等 収 益 50,185

受 入 為 替 手 数 料 24,727

債 券 貸 借 取 引 受 入 利 息 -
有 価 証 券 利 息 配 当 金 190,358
金 利 ス ワ ッ プ 受 入 利 息 -

買 入 手 形 利 息 -
コ － ル ロ － ン 利 息 -
買 現 先 利 息 -

資 金 運 用 収 益 722,218
貸 出 金 利 息 486,852
預 け 金 利 息 28,426

理事長 　平 野 嘉 生
科　　　　　　　　　　目 金 額

経 常 収 益 809,789

令和 新潟県糸魚川市南寺町1丁目8番41号
令和 糸 魚 川 信 用 組 合

第 ７３ 期 ［ ］ 損　益　計　算　書
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令和５年度剰余金処分案 （単位：円）

（ ）

(注)「経営安定積立金取崩額」は、目的外取崩しであります。

計 50,464,227

繰 越 金 （ 当 期 末 残 高 ） 47,916,593

出 資 配 当 金 ( 年 1 ％ ) 2,547,634

科　　目 金　　額

当 期 未 処 理 損 失 金 509,535,773

　　これを次のとおり処分いたします。

積 立 金 取 崩 額

（ 経 営 安 定 積 立 金 ）

560,000,000

560,000,000

- 15 -



糸 魚 川 信 用 組 合

理 事 会  御 中

独立監査人の監査報告書

岩渕道男公認会計士事務所

長野県松本市

公認会計士

令和 6年 5月 23日

高岡公認会計士事務所

長野県松本市

公認会計士

ぞ躙1中汰̀_ガ}
亀:礁 滋気た
tt´ 」`   ` r      ｀

<計算書類等監査>
監査意見

私たちは、協同組合による金融事業に関する法律第 5条の 8第 3項の規定に基づ き、

糸魚川信用組合の令和 5年 4月 1日 から令和 6年 3月 31日 までの第73期事業年度の剰余金

処分案を除 く計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書及び注記並びにその附属明細書

(以下、これらの監査の対象書類を「計算書類等」という。)について監査を行った。
私たちは、上記の計算書類等が、協同組合による金融事業に関する法律及び同施行規則

並びに我が国において一般に公正妥当と認められる会計の慣行に準拠して、当該計算書類等

に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと

認める。

監査意見の根拠

私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠 して監査を

行った。監査の基準における私たちの責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」

に記載されている。私たちは、我が国における職業倫理に関する規定に従って、組合から

独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。私たちは、

意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手 したと判断している。

その他の記載内容

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記

載内容を作成 し開示することにある。また、監事の責任は、その他の記載内容の報告プロセ

スの整備及び運用における理事の職務の執行を監視することにある。

私たちの計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、私

たちはその他の記載内容に対 して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における私たちの責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程 にお

いて、その他の記載内容と計算書類等又は私たちが監査の過程で得た知識との間に重要な相

違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重

要な誤 りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

私たちは、実施 した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤 りがあると判断した場合

には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、私たちが報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者及び監事の責任

経営者の責任は、協同組合による金融事業に関する法律及び同施行規則
並びに我が国に

おいて一般に公正妥当と認められる会計の慣行に準拠 して計算書類等を作成
し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示
のない計算書類等を作成 し

適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及
び運用することが含 まれ

る。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提
に基づき計算書類等を作成

することが適切であるかどうかを評価し、協同組合による金融事業
に関する法律及び同施行

規則並びに我が国において一般に公正妥当と認められる会計
の慣行に基づいて継続企業に

関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す
る責任がある。

監事の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における理事
の職務の執行を監視する

ことにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施 した監査に基づいて、全体とし
ての計算書類等に不正又は

誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかに
ついて合理的な保証を得て、監査報告書におい

て独立の立場から計算書類等に対する意見を表明する
ことにある。虚偽表示は、不正又は

誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計する
と、計算書類等の利用者の意思決定

に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性がある
と判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査
の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持
して以下を実施す る。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示 リ
スク

に対応 した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及
び適用は監査人の判断に

よる。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠
を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するため
のものでは

ないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じ
た適切な監査手続を立案

するために、監査に関連する内部統制を検討する。

o 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によ
つて行われ

た会計上の見積 りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価
する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、

また、入手 した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義
を生じさせるような

事象又は状況に関して重要な不確実性が認められる
かどうか結論付ける。継続企業の

前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書
において計算書類等の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性
に関する計算書類等の注記事項が

適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明
することが求められてい

る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠
に基づいているが、将来の

事象や状況により、組合は継続企業として存続できなくな
る可能性がある。

O 計算書類等の表示及び注記事項が、協同組合による金融事業に関する法律及び

同施行規則並びに我が国において一般に公正妥当と認めら
れる会計の慣行に準拠 して

いるかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構
成及び内容、

並びに計算書類等が基礎 となる取引や会計事象を適正に表示 し
ているかどうかを評価

する。

監査人は、監事に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査
の実施過程で識別 し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査
の基準で求められている

その他の事項について報告を行う`
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<剰余金処分案に対する意見>
剰余金処分案に対する監査意見

私たちは、協同組合による金融事業に関する法律第 5条の 8第 3項の規定に基づ き、

糸魚川信用組合の令和 5年 4月 1日 から令和 6年 3月 31日 までの第73期事業年度の剰余金

処分案について監査を行ったrフ

私たちは、上記の剰余金処分案が法令及び定款に適合 しているものと認める。

剰余金処分案に対する経営者及び監事の責任

経営者の責任は、法令及び定款に適合 した剰余金処分案を作成すること
にある。

監事の責任は、剰余金処分案作成における理事の職務の執行を監視する
ことにある。

剰余金処分案に対する監査における監査人の責任

監査人の責任は、剰余金処分案が法令及び定款に適合 して作成されているか
について意見

を表明することにある。

利害関係

組合と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載す
べき利害関係はない。

以 上
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１

■

監 査 報 告 書

私たち監事は、令和 5年 4月 1日 から令和 6年 3月 31日 までの第 73期事業年度の理事の職

務の執行を監査いたしました。その結果につき以下のとおり報告いたします。

.監査の方法及びその内容
各監事は、監事会が定めた監事監査基準に準拠し、他の監事と意思疎通及び情報の交換を図

るほか、監査の方針、監査計画等に従い、理事、監査室その他の職員等と意思疎通を図り、情

報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、理事会その他重要な会議に出席 し、理事及

び職員等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応 じて説明を求め、組織及び規

程類を監査し、重要な決裁書類等を開覧し、本部
。本支店において業務及び財産の状況を調査

いたしました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書につ
いて検討いたし

ました。

さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監査する

とともに、会計監査人からその職務の遂行状況について報告を受け、必要に応 じて説明を求め

ました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」(協

同組合による金融事業に関する法律施行規則 27条各号に掲げる事項)を 「監査に関する品質

管理基準」(企業会計審議会)等に従って整備 している旨の通知を受け、必要に応 じて説明を

求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類 (貸借対照表、損益計算書、剰余金
処分

案)及びその附属明細書について検討いたしました。

2.監査の結果
(1)事業報告及びその附属明細書の監査結果
一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、組合の状況を正しく示して
いるものと認めます。

二 理事の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実

は認められません。

二 会計監査人の職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制に関し、指摘
すべき事項は認められません。

(2)計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人 公認会計士 岩渕 道男・ 公認会計士 高岡 敏夫 の監査の方法及び

結果は相当であると認めます。

令和 6年 5月 23日
糸 魚 川 信 用 組 合

常勤監事

監  事
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監  事

(注)監事 金子裕彦は、協同組合による金融事業に関する法律第 5条の 3第 1項に定める員外監事でありま
す。
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１．計算書類に関する事項
(1)　有形固定資産及び無形固定資産

（単位：千円）

％

建 物

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

その他の有形固定資産

ソ フ ト ウ ェ ア

の れ ん

リ ー ス 資 産

その他の無形固定資産

（注）
1.　金額は、単位未満を切り捨てて記載しております（以下の各表における金額についても同様であります）。
2.　当期減少額の（　）は、減損損失の金額であります。

(2)　引　　当　　金
（単位：千円）

うち個別貸倒引当金

 貸倒引当金、賞与引当金、退職給付引当金、役員退職慰労引当金、睡眠預金払戻損失引当金、偶発損失引当金の「計上理由及び算定方法」については、
貸借対照表に注記しているため省略しております。

(3)　経　　費
（単位：千円）

（ 　）

（ 　）

（ 　）

（ 　）

（ 　）

（ 　）

（ 　）

（ 　）

税 金 19,321

合　　　　　　　　　計 639,199

人 事 厚 生 費 4,449

減 価 償 却 費 24,300

そ の 他 9,869

事 業 費 18,664

　　 （　　う　　ち　　広　　 告　　 宣　　伝　　費　） 8,926

　　 （　　う　　ち　　交 際 費・寄 贈 費・諸 会 費　） 8,943

固 定 資 産 費 38,575

　　 （　　う　　ち　　土　 地　 建　物　賃　借　料　） 9,230

　　 （　　う　　ち　　保　　 全　　 管　　理　　費　） 17,968

　　 （　　う　　ち　  通　　　　　 信 　　　　　費　） 6,872

　　 （　　う　　ち　　事　務　機　械　 賃　 借　料　） 14,905

　　 （　　う　　ち　　事　　 務　　 委　　託　　費　） 74,641

物 件 費 211,817

事 務 費 115,959

　　 （　　う　　ち　　旅　  費　 ・ 　交 　通 　費　） 796

報 酬 給 料 手 当 325,742

退 職 給 付 費 用 25,150

そ の 他 57,167

（注）

区　　　　　　　　　分 金　　　　　　　　　　　　額

人 件 費 408,060

合　　　　　計 578,053 1,039,288 37,792 324,155 1,255,393

偶 発 損 失 引 当 金 3,355 18,888 - 3,355 18,888

睡眠預金払戻損失引当金 946 1,113 - 946 1,113

役員退職慰労引当金 43,361 5,258 - - 48,619

退 職 給 付 引 当 金 197,144 15,332 24,400 - 188,075

賞 与 引 当 金 13,392 13,686 13,392 - 13,686

985,009

266,271 864,344 - 266,271 864,344

そ の 他

貸 倒 引 当 金 319,853 985,009 - 319,853

- -

26,971

区　　　　分 当期首残高 当期増加高
当 期 減 少 高

当期末残高 計上理由及び算定方法
目的使用

無形固定資産計 26,971 6,016 - 743 32,244

- - - 26,971 -

-

-

-

- - - - - -

- - - - - -

- 6,016 - 743 5,273 - -

891,490 -

16,768

無形固定資産

有形固定資産計 800,050 34,106
86

(86)
23,556 810,514

33,726 - 11,065 39,428 80,120

-

-

67.01

- - - - - -

-

168,893 380

- - - - - -

614,388 -
86

(86)
- 614,302 -

- 12,490 156,782 811,369

減価償却累計額 償却累計率

83.80

有形固定資産

資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 期末帳簿価額
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(4)　子会社等に対する出資
該当なし

(5)　子会社等に対する金銭債権
該当なし

(6)　子会社等に対する金銭債務
該当なし

２．業務報告に関する事項

(1)　役員等の兼職等（当年度末現在）
該当なし

(2)　役員等又は役員等の兼職等先との間の取引状況（当年度末現在）
該当なし

(3)　役員に対する報酬

(注)上記以外に支払った役員退職慰労引当金、役員賞与金はありません。

監　　　　事 6,049 10,000

合  　　　計 43,833 60,000

（単位：千円）

区　　　分 当期中の報酬支払額 総会等で定められた報酬限度額

理　　　　事 37,783 50,000
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